様式第１号（第６条関係）

年　　月　　日　　

尾道市長　様


住所及び所在地
名称
代表者職・氏名


オフィス開設等促進事業補助金交付申請書


対象事業を行うに当たり、補助金の交付を受けたいので、オフィス開設等促進事業補助金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて申請します。

１　補助事業の内容　
２　補助対象経費（税抜き）　　　　　　　　　　　　　円
３　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　円

添付書類
・事業計画書（別紙１）
・収支予算書（別紙２）
・建物改修前の施工箇所等の写真（建物の改修を行う場合に限る。）
・発行後３か月以内の履歴事項全部証明書の写し又は開業届
※個人事業主の場合、許認可証の写し（営業許可証など）でも可
・移住予定者の住民票の写し
・定款又は規約
・事業所配置図及び位置図
・補助対象経費に係る見積書（建物改修費、輸送費、備品、登記関連費用）
・前期分の決算書の写し
・誓約書兼同意書（別紙３）






別紙１

事業計画書
１　申請者の概要
	連絡先
	担当者名
	
	電話番号
	

	
	e-mail
	

	事業実施場所
	〒
尾道市



２　事業内容
　　(1)　事業スケジュール
	着手日
	年　　　月　　　日（予定）

	工事完了日
	年　　　月　　　日（予定）

	補助対象経費
支払完了日
	年　　　月　　　日（予定）

	操業開始日
	年　　　月　　　日（予定）



　　(2)　目的及び内容
	事業概要
	（本事業の概略版として具体的に記入）

	活動内容
	（事業実施の目的、展開する事業内容を具体的に記入）

	
	（事業実施により目指す目標や地域と連携するために取り組むことを記入）

	活動の特徴
(ＰＲポイント)
	（地元事業者との連携や与える効果などを記入）

	活動のきっかけ
	（今までの経験や実績等、事業内容を構想するに至った経緯などを記入）

	翌年度以降の活動計画
	1年目
	

	
	2年目
	

	
	3年目
以降
	

	新規性
	（尾道ならではの独創性や、他では見られない新しい取組を具体的に記入）



　　(3)　事務所開設等の概要
	現在の所在地
	〒



	開設等予定の所在地
	〒
広島県尾道市


	主たる業種
	


　
(4)　雇用する従業員等
	区分
	人数
	雇用又は移住月（予定）

	操業開始時点で雇用している常時使用する市内在住の全従業員等
	人
	年　　　月

	
	内　市内在住の従業員等
	人
	年　　　月

	
	内　移住した従業員数等
	人
	年　　　月

	
	合計
	人
	



３　開業後の見通し（月平均）
	
	開業当初
	１年後又は軌道に乗った後
（  　 年 月 頃）
	売上高、売上原価（仕入高）、経費を計算された根拠を記入してください。

	売上高①
	万円
	万円
	

	売上原価②
	万円
	万円
	

	
経


費
③
	人件費（注）
	万円
	万円
	

	
	家賃
	万円
	万円
	

	
	支払利息
	万円
	万円
	

	
	その他
	万円
	万円
	

	
	合計
	万円
	万円
	

	利益
①-②-③
	万円
	万円
	（注）個人事業主の場合、事業主の人件費は含みません。







別紙２
収支予算書

１　収入の部
（単位：円）
	区分
	予算額
※税抜き
	備考

	自己資金
	
	

	借入金
	
	借入先：

	尾道市補助金
	
	

	計
	
	



２　支出の部
		（単位：円）
	区分
	予算額
※税抜き
	備考

	改修費
	
	

	輸送費
	
	

	備品費
	
	

	登記関連費
	
	

	その他
	
	

	計
	
	


※　備考欄において、記入内容の説明を行ってください。
※　予算額には補助対象経費（消費税、振込手数料を除いた金額）を記入してください。



別紙３
誓約書兼同意書

　　私は、オフィス開設等促進事業補助金交付要綱第７条の規定に基づく補助金の交付申請を行うに当たり、次のことを誓約し、同意します（□欄にチェックしてください。）。

【誓約・同意事項】
□　申請内容及び添付書類に虚偽はありません。

□　申請内容について、尾道市が国、広島県、警察、税務機関等の行政機関に確認を行うことに同意　
します。なお、このことに反する事実が判明したことにより、補助金の交付決定が取り消された　　
場合には、支給された補助金を定められた期限内に全額を返還することについて同意します。

□　補助金の交付対象要件を満たしていることを誓約します。また、今後も事業を継続する意思があ　
ります。

□　尾道市暴力団排除条例第３条第３号に規定する暴力団員等に該当せず、今後も該当しないことを　　
誓約します。

□　尾道市から申請内容及び審査に関する検査・報告・是正、取組実績や成果の公表のための依頼・
措置の求めがあった場合は、これに応じます。

□　上記の誓約事項に反する事実が判明した場合には、交付を受けた補助金を速やかに返還すること
に同意します。

年　　月　　日

尾道市長　様




所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（必ず自署してください。）




様式第２号（第７条関係）

尾産商第　　号
年　　月　　日


　　　　　　　　様


尾道市長


オフィス開設等促進事業補助金交付決定通知書


年　　月　　日付けで申請のオフィス開設等促進事業補助金については、オフィス開設等促進事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により、次のとおり交付することとしたので、通知します。


１　　交付の金額　　　　　円


２　　交付の対象事業


３　　交付の条件等
（１）　申請事業者について、次の各号のいずれかに該当する事由が発生したときは、遅滞なくその旨を市長に届け出なければならない。
(ア)　申請事項（事業計画の主要事項）の変更
(イ)　事業の完了
(ウ)　操業の開始
(エ)　事業を休止し、又は廃止しようとするとき。
(オ)　補助金の交付要件を満たさなくなることが明らかになったとき。

（２）　申請事業者は、補助金の返還を命ぜられたときは、速やかに当該補助金を返還しなければならない。



様式第３号（第７条関係）

尾産商第　　号
年　　月　　日


　　　　　　　　様


尾道市長


オフィス開設等促進事業補助金不交付決定通知書


年　　月　　日付けで申請のオフィス開設等促進事業補助金については、オフィス開設等促進事業補助金交付要綱第７条第２項の規定により、次の理由により交付しないことを決定したので通知します。

　　補助金を不交付とした理由



様式第４号(第８条関係)


　　年　　月　　日


　　　尾道市長　様


住所及び所在地
名　　　　　称
代表者職・氏名


オフィス開設等促進事業計画変更等届


次のとおり事業計画を（変更・中止）したいので、オフィス開設等促進事業補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて届け出ます。
	交付決定通知番号
	年　　　月　　　日　　尾産商第　　　　号

	（変更・中止）理由
	　

	（変更・中止）年月日
	年　　　月　　　日

	変更内容
	　


※　添付書類（必要に応じて）
(1)　事業計画書（様式第１号の別紙１）
(2)　事業収支予算書（様式第１号の別紙２）
(3)　その他市長が必要と認めるもの
※　（変更・中止）内容は金額など変更・中止の前後比較がわかりやすいように
記載してください。
　

[bookmark: _GoBack]
様式第５号（第９条関係）

尾産商第　号
年　　月　　日


　様


尾道市長


オフィス開設等促進事業補助金交付決定変更等承認通知書


　　年　月　日付けで事業計画変更等の承認申請のあったオフィス開設等促進事業については、次のとおり承認したので、オフィス開設等促進事業補助金交付要綱第９条の規定により通知します。

　　変更・中止内容
	（変更・中止）前
	変更後

	
	









様式第６号(第１０条関係)

　　年　　月　　日

尾道市長　様

住所及び所在地
名　　　　　称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　


オフィス開設等促進事業完了届

次のとおり事業を完了したので、オフィス開設等促進事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。
	交付決定通知番号
	年　月　日　　尾産商第　号

	着手日
	年　　　月　　　日

	工事完了日
	年　　　月　　　日

	支払完了日
	年　　　月　　　日

	操業開始日
	　　　　年　　　月　　　日（予定）

	実施場所
	

	従業員数等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	
	うち、市内居住者　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	
	うち、移住者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	実施概要
	


(添付書類)
・収支決算書（別紙）
・事業の完了が確認できる書類（図面及び写真等）
・補助対象経費に係る請求書及び支払が確認できる書類の写し
・市内に移住したことが分かる書類の写し（住民票など）
・その他市長が必要と認める書類


別紙
収支決算書

１　収入の部
（単位：円）
	区分
	決算額
※税抜き
	備考

	自己資金
	
	

	借入金
	
	借入先：

	尾道市補助金
	
	

	計
	
	



２　支出の部
		（単位：円）
	区分
	決算額
※税抜き
	備考

	改修費
	
	

	輸送費
	
	

	備品費
	
	

	登記関連費
	
	

	その他
	
	

	計
	
	


※　備考欄において、記入内容を説明してください。
※　決算額には補助対象経費（消費税、振込手数料を除いた金額）を記入してください。



様式第７号（第１１条関係）
尾産商第　　号
年　　月　　日


　　　　　　　　　　　様


尾道市長


オフィス開設等促進事業補助金交付確定通知書


　　　年　月　日付け尾産商第　号で交付決定したオフィス開設等促進事業補助金の額を　年　月　日付けで提出の事業完了届に基づき、次のとおり確定します。


交付決定額　　　　　　　　　　　　円
確定額　　　　　　　　　　　　円





























様式第８号（第１２条関係）


年　　　月　　　日


　　尾道市長　　様


住所及び所在地
名　　　　　称
代表者職・氏名


　オフィス開設等促進事業補助金交付請求書


　　年　月　日付け尾産商第　　号で確定された補助金について、次のとおり請求します。


請　求　額　　　　　　　　　　　　　　円

	振込先指定口座
	金融機関
ゆうちょ
銀行以外
	
	銀行・金庫
組合・農協
	
	支店・支所
出張所

	
	
	預金種別
	１普通　２当座
３その他（　　）
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	口座名義
カタカナ
	

	
	ゆうちょ
銀　　行
	記　　号
	
	
	
	
	
	番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	口座名義
カタカナ
	


※　押印を省略する場合は、次の事項を記載してください。
（本件責任者氏名）　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（担当者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　










様式第９号（第１４条関係）

尾産商第　号
年　　月　　日


　様


尾道市長


オフィス開設等促進事業補助金交付決定取消通知書


　　年　月　日付け尾産商第　　号で交付決定したオフィス開設等促進事業補助金については、次の理由により交付決定の（全部・一部）を取り消したので、オフィス開設等促進事業補助金交付要綱第１４条第２項の規定により通知します。

　　取り消した部分


　　取消しの理由













様式第１０号（第１５条関係）

尾産商第　号
年　　月　　日


　様


尾道市長


オフィス開設等促進事業補助金返還決定通知書


　　年　月　日付け尾産商第　　号で交付決定の（全部・一部）を取り消したオフィス開設等促進事業補助金については、オフィス開設等促進事業補助金交付要綱第１５条第１項の規定により、次のとおり返還を求めます。

１　返還金額　　　　　　　　　　円

２　返還事由　　

















様式第１１号（第１６条関係）


オフィス開設等促進事業取得財産等管理台帳


事業者名　　　　　　　　　　　　　


	区分

	規格
	数量
	単価
（税抜）
	金額
（税抜）
	取得
年月日
	保管場所
	備考

	財産名

	
	
	
	
	
	
	


（注）
１　数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。ただし、単価
が異なる場合には区分して記載すること。
２　検査を行う場合は、「取得年月日」欄に検収年月日を記載すること。










様式第１２号（第１６条関係）

オフィス開設等促進事業財産処分承認申請書

年　　月　　日

尾道市長　様

住所及び所在地
名　　　　　称
代表者職・氏名

オフィス開設等促進事業により取得した財産を処分したいので、オフィス開設等促進事業補助金交付要綱第１６条第４項の規定により、次のとおり申請します。

１　設備名及び取得年月日


２　取得価額　　　　　　　　　　　　　　　円


３　処分の方法


４　処分の理由












様式第１３号（第１７条関係）

尾産商第　号
年　　月　　日


　様


尾道市長


オフィス開設等促進事業補助金財産処分承認通知書


　　年　月　日付けで承認申請のあったオフィス開設等促進事業に係る財産処分については、次のとおり承認の決定をしたので、オフィス開設等促進事業補助金交付要綱第１７条の規定により通知します。

　　オフィス開設等促進事業補助金により取得した財産業の処分は、　　年　　月　　日付けオフィス開設等促進事業補助金財産処分承認申請書記載のとおりとする。


